
○　平成31年度西脇市各会計予算額

（単位　千円、％）

増　減　額

22,940,000 20,250,000 2,690,000 13.3

10,894,169 10,798,350 95,819 0.9

4,464,167 4,652,085 △ 187,918 △ 4.0

315,585 314,630 955 0.3

520,163 501,499 18,664 3.7

7,389 6,481 908 14.0

4,884,032 4,647,836 236,196 5.1

34,816 34,873 △ 57 △ 0.2

607,406 580,493 26,913 4.6

60,611 60,453 158 0.3

15,350,184 15,412,698 △ 62,514 △ 0.4

1,826,496 2,064,476 △ 237,980 △ 11.5

4,008,549 4,040,358 △ 31,809 △ 0.8

9,515,139 9,307,864 207,275 2.2

49,184,353 46,461,048 2,723,305 5.9

※　企業会計の予算額は、３条及び４条予算の支出予定額の合算額です。

総　　　　　　合　　　　　　計

下 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

太 陽 光 発 電 事 業 特 別 会 計

茜が丘宅地供給事業特別会計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

企 業 会 計 合 計

公 営 墓 地 特 別 会 計

老 人 保 健 施 設 特 別 会 計

学校給食センター特別会計

　新庁舎や防災行政無線等の整備により、一般会計の当初予算額は過去最大の 229億４千万円とな
りました。新たに策定した第２次西脇市総合計画の将来像に掲げる「つながり　はぐくみ　未来織
りなす　彩り豊かなまち　にしわき」の実現に向けて、事業を展開していきます。
　新たなまちの核となる新庁舎・市民交流施設の建設工事に着手し、健康交流・地域交流・観光交
流の具体化を進めるとともに、アクセス性の向上を目指した周辺道路の整備を行います。
　「未来を拓く次世代が育まれるまち」では、放課後児童クラブの受入対象を小学６年生まで拡大
するとともに、児童・生徒が安全・安心な学校園生活を送れるよう、全学校園に防犯カメラを設置
します。
　「つながりによる安心とうるおいが実感できるまち」では、障害者グループホームの開設経費の
一部を助成する制度を創設し、「安全で快適な生活基盤が整うまち」では、防災行政無線設備の整
備（現行のアナログ方式からデジタル方式へ変更）を行います。
　「地域特性を生かした産業とにぎわいがあふれるまち」では、新たな産業用地の整備に向け、開
発用地の選定と事業手法の検討を行うとともに、酒蔵の復活を機に「食」による観光や交流人口の
拡大に取り組みます。

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

比　　　　　較

増 減 率

一 般 会 計

特 別 会 計 合 計

会　　　　　計　　　　　名
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

☆☆平成３１年度当初予算の概要☆☆



○　一般会計の状況

【 歳　入 】
（単位　千円、％）

１ 4,735,370 4,700,221 20.7 23.2 0.7

２ 145,000 140,000 0.6 0.7 3.6

３ 7,000 4,000 0.0 0.0 75.0

４ 31,000 40,000 0.1 0.2 △ 22.5

５ 26,000 34,000 0.1 0.2 △ 23.5

６ 715,000 730,000 3.1 3.6 △ 2.1

７ 45,000 49,000 0.2 0.2 △ 8.2

８ 31,000 50,000 0.1 0.2 △ 38.0

９ 16,000 0 0.1 0.0    皆 増

10 56,000 25,000 0.3 0.1 124.0

11 6,150,000 5,930,000 26.8 29.3 3.7

12 6,500 6,500 0.0 0.0 0.0

13 38,412 35,877 0.2 0.2 7.1

14 317,138 303,730 1.4 1.5 4.4

15 2,713,393 2,319,482 11.8 11.5 17.0

16 1,414,811 1,350,448 6.2 6.7 4.8

17 58,777 61,478 0.3 0.3 △ 4.4

18 170,110 181,110 0.7 0.9 △ 6.1

19 2,001,957 1,805,818 8.7 8.9 10.9

20 10 10 0.0 0.0 0.0

21 447,022 478,126 2.0 2.4 △ 6.5

22 3,814,500 2,005,200 16.6 9.9 90.2

22,940,000 20,250,000 100.0 100.0 13.3

諸 収 入

市 債

合　　　　　　　　　計

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

増減率
31年度 30年度

市 税

区　　　　　分
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

構成比



【 歳　出・目的別 】

（単位　千円、％）

１ 183,223 180,037 0.8 0.9 1.8

２ 4,536,296 2,246,169 19.8 11.1 102.0

３ 6,636,692 6,415,127 28.9 31.7 3.5

４ 2,496,915 2,415,213 10.9 11.9 3.4

５ 130,348 153,819 0.6 0.7 △ 15.3

６ 541,820 590,404 2.4 2.9 △ 8.2

７ 419,757 296,687 1.8 1.5 41.5

８ 2,716,390 2,907,868 11.8 14.4 △ 6.6

９ 1,582,202 843,403 6.9 4.2 87.6

10 1,784,986 2,280,368 7.8 11.3 △ 21.7

11 140,200 110,200 0.6 0.5 27.2

12 1,741,170 1,780,704 7.6 8.8 △ 2.2

13 1 1 0.0 0.0 0.0

14 30,000 30,000 0.1 0.1 0.0

22,940,000 20,250,000 100.0 100.0 13.3

構成比
増減率

31年度 30年度

議 会 費

区　　　　　分
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　　　　　　　計

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費



【 歳　出・性質別 】

（単位　千円、％）

13,041,279 12,710,137 56.9 62.8 2.6

2,083,037 2,027,552 9.1 10.0 2.7

2,324,265 2,255,859 10.1 11.2 3.0

76,369 78,387 0.3 0.4 △ 2.6

3,707,787 3,568,156 16.2 17.6 3.9

4,849,821 4,780,183 21.2 23.6 1.5

4,571,383 2,231,507 19.9 11.0 104.9

4,431,183 2,121,307 19.3 10.5 108.9

2,432,550 1,444,496 10.6 7.1 68.4

1,998,633 676,811 8.7 3.4 195.3

140,200 110,200 0.6 0.5 27.2

5,327,338 5,308,356 23.2 26.2 0.4

819,064 815,936 3.6 4.0 0.4

278,440 284,841 1.2 1.4 △ 2.2

251,000 271,000 1.1 1.4 △ 7.4

2,207,784 2,125,995 9.6 10.5 3.8

1,741,050 1,780,584 7.6 8.8 △ 2.2

30,000 30,000 0.1 0.1 0.0

22,940,000 20,250,000 100.0 100.0 13.3

増減率
30年度31年度

補 助 事 業 費

消 費 的 経 費

投 資 的 経 費

維 持 補 修 費

貸 付 金

補 助 費 等

人 件 費

物 件 費

平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

投 資 及 び 出 資 金

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費

繰 出 金

単 独 事 業 費

予 備 費

構成比

合　　　　　　　　　計

区　　　　　分

そ の 他

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費

積 立 金



○　市税の状況

（単位　千円、％）

増　減　額

1,970,383 1,987,803 △ 17,420 △ 0.9

1,694,438 1,703,620 △ 9,182 △ 0.5

現 年 課 税 分 1,680,176 1,686,081 △ 5,905 △ 0.4

滞 納 繰 越 分 14,262 17,539 △ 3,277 △ 18.7

275,945 284,183 △ 8,238 △ 2.9

現 年 課 税 分 275,602 283,571 △ 7,969 △ 2.8

滞 納 繰 越 分 343 612 △ 269 △ 44.0

2,146,311 2,097,650 48,661 2.3

2,133,564 2,084,831 48,733 2.3

現 年 課 税 分 2,119,253 2,066,577 52,676 2.5

滞 納 繰 越 分 14,311 18,254 △ 3,943 △ 21.6

12,747 12,819 △ 72 △ 0.6

146,238 136,927 9,311 6.8

143,527 136,927 6,600 4.8

現 年 課 税 分 142,144 135,529 6,615 4.9

滞 納 繰 越 分 1,383 1,398 △ 15 △ 1.1

2,711 0 2,711    皆 増

251,322 260,917 △ 9,595 △ 3.7

221,116 216,924 4,192 1.9

219,500 214,895 4,605 2.1

1,616 2,029 △ 413 △ 20.4

4,735,370 4,700,221 35,149 0.7

軽 自 動 車 税

個 人

法 人

市 た ば こ 税

軽 自 動 車 税

環 境 性 能 割

平成30年度
予　算　額

比　　　　　較

増 減 率
項　　　　　　目

市 民 税

固 定 資 産 税

合　　　　計

平成31年度
予　算　額

都 市 計 画 税

固 定 資 産 税

交 付 金

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分



（単位　千円）

起 債 見 込 額 元金償還見込額

20,161,743 20,467,385 3,814,500 1,588,274 22,693,611

11,079,498 11,304,191 3,172,900 947,572 13,529,519

総 務 503,512 594,960 1,863,300 151,151 2,307,109

民 生 385,008 362,699 0 5,300 357,399

住 宅 資 金 29,842 17,825 0 8,473 9,352

衛 生 1,807,424 1,787,612 32,400 39,991 1,780,021

農 林 業 216,969 184,351 11,400 29,443 166,308

商 工 21,225 19,810 0 1,415 18,395

土 木 3,378,243 3,395,255 305,200 353,300 3,347,155

消 防 1,746,506 1,689,159 741,600 78,935 2,351,824

教 育 2,990,769 3,252,520 219,000 279,564 3,191,956

3,772 10,578 41,600 1,001 51,177

9,078,473 9,152,616 600,000 639,701 9,112,915

417,749 336,676 0 84,913 251,763

1,917,018 1,787,076 37,200 182,905 1,641,371

19,216,561 18,016,846 183,000 1,442,586 16,757,260

9,324,234 8,843,383 150,000 672,131 8,321,252

51,037,305 49,451,366 4,184,700 3,970,809 49,665,257

病 院 事 業 会 計

合　　　　　　計

普 通 債

特 例 債 等

老 人 保 健 施 設 特 別 会 計

下 水 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

○市債（借入金）の状況

災 害 復 旧 債

区　　　　　　分

一 般 会 計

平成29年度末
現　 在　 高

平成30年度末
現在高見込額

平 成 31 年 度 中 増 減 見 込 額 平成31年度末
現在高見込額



（単位　千円）

積 立 見 込 額 取 崩 し 見 込 額

5,521,333 4,887,116 7,894 1,390,000 3,505,010

264,493 232,278 170,492 155,475 247,295

1,373,792 1,373,792 10,189 10,189 1,373,792

42,528 42,656 128 0 42,784

2,256,460 2,181,931 54,442 331,376 1,904,997

508,787 508,787 3,127 3,127 508,787

19,017 18,974 67 110 18,931

121,777 148,096 26,324 10,887 163,533

37,674 33,806 5,119 4,000 34,925

1,317 1,322 5 0 1,327

175,080 164,504 609 11,800 153,313

7,907 7,635 27 300 7,362

6,518 5,285 16 1,238 4,063

96 97 1 0 98

352,718 454,381 1,317 34,372 421,326

88,020 91,073 265 1,640 89,698

68,319 54,824 177 50,482 4,519

115,389 116,835 939 7,000 110,774

10,961,225 10,323,392 281,138 2,011,996 8,592,534

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

地 域 福 祉 基 金

日本のへそ日時計の丘公園管理基金

森 林 整 備 基 金

交 通 遺 児 基 金

経 緯 度 公 園 整 備 基 金

地 域 振 興 基 金

ふ る さ と 西 脇 「 日 本 の へ そ 」 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

公 営 墓 地 基 金

生 活 排 水 処 理 事 業 基 金

環 境 基 金

幼 児 等 教 育 振 興 基 金

青 少 年 健 全 育 成 振 興 基 金

にしわき経緯度地球科学館整備基金

合　　　　　　計

○基金の状況

区　　　　　　分
平 成 29 年 度 末
現     在     高

平 成 30 年 度 末
現 在 高 見 込 額

平 成 31 年 度 中 増 減 見 込 額 平 成 31 年 度 末
現 在 高 見 込 額

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金



（単位　千円、％）

収益的収支 資本的収支 計 増 減 額

収入 1,199,569 140,469 1,340,038 1,413,560 △ 73,522 △ 5.2

支出 1,260,106 566,390 1,826,496 2,064,476 △ 237,980 △ 11.5

差引 △ 60,537        －        －        －        －     －

収入 2,180,737 1,085,432 3,266,169 3,349,693 △ 83,524 △ 2.5

支出 2,238,032 1,770,517 4,008,549 4,040,358 △ 31,809 △ 0.8

差引 △ 57,295        －        －        －        －     －

収入 8,611,791 542,379 9,154,170 9,045,051 109,119 1.2

支出 8,607,288 907,851 9,515,139 9,307,864 207,275 2.2

差引 4,503        －        －        －        －     －

収入 11,992,097 1,768,280 13,760,377 13,808,304 △ 47,927 △ 0.3

支出 12,105,426 3,244,758 15,350,184 15,412,698 △ 62,514 △ 0.4

差引 △ 113,329        －        －        －        －     －

比　　　較

増減率

水 道 事 業 会 計

平 成 31 年 度 予 算 額 平成30年度
予　算　額

収支

○平成31年度企業会計予算額

会　 計　 名

合　　　 計

下水道事業会計

病 院 事 業 会 計



○グラフでみる予算額（住民一人当たり）

【 歳  入 】

【 歳  出（性質別） 】

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

市 税 地方交付税 国・県支出金 繰入金 諸収入 市 債 その他

115,949

150,588

101,082

49,019

10,946

93,401

40,719

（単位 円）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

51,005

90,788

118,752

111,934

54,059
42,631

92,535

(単位 円)



【 市  税 】

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

市民税(個人) 市民税(法人) 固定資産税 都市計画税 たばこ税 その他

41,489

6,757

52,554

5,414 6,154 3,581

(単位 円)



○グラフでみる市税・財政調整基金の推移

【 市税の推移 】

【 財政調整基金(貯金)の年度末残高推移 】

5,168,822
5,253,221

5,066,322
5,024,197

4,983,757

4,964,300
4,882,173

4,815,675

4,700,221
4,735,370

4,500,000

5,000,000

5,500,000

※平成30、31年度は、予算上の数値

(単位 千円)

3,047,036

3,457,152
3,766,674

4,172,212

4,600,099

4,958,639

5,254,986 5,521,333

4,887,116

3,505,010

1,500,000
2,000,000
2,500,000
3,000,000
3,500,000
4,000,000
4,500,000
5,000,000
5,500,000
6,000,000

※平成30、31年度は、予算上の数値

(単位 千円)



平成31年度の西脇市一般会計予算を家計にたとえてみました。

総　額 貯金残高
ローン残高

西脇市の一般会計当初予算（平成31年度）

西脇市の１年間の収入と支出　 229億4千万円 79億6,622万円
226億9,361万円

１　年　間　の　収　入 １　年　間　の　支　出

市税
（給料）

47億3,537万円
人件費
（生活費）

20億8,304万円

地方交付税、各種譲与税等
（実家等からの支援）

113億5,670万円
扶助費
（学費、年金掛金、医療費）

37億779万円

分担金・負担金、使用料及び手数料
（臨時収入）

3億5,555万円
公債費
（ローン返済金）

17億4,105万円

財産収入
（不動産収入）

5,878万円
物件費・維持補修費
（被服費、消耗品、家の修繕料）

24億64万円

諸収入ほか（株式配当） 6億1,714万円 補助費等
（病院・下水道・ごみ処理等への支援）

48億4,982万円

給料収入等の計 171億2,354万円
積立金
（貯金）

2億7,844万円

繰入金（貯金の取り崩し） 20億196万円
繰出金
（仕送り）

22億778万円

市債（ローン） 38億1,450万円
普通建設事業等
（家の建替え、車等購入）

45億7,138万円

収入の計 229億4千万円
その他
（雑費）

11億6万円

　西脇市では、給料や実家等からの支援などにより１年間で171億2,354万円の給与収入等があります
が、これでは１年間に使うお金として足りません。そこで、貯金の取崩と銀行からの借入金で不足分の
58億1,646万円を賄っています。
　また、西脇市ではローン残高が226億9,361万円、貯金が79億6,622万円あります。

支出の計 229億4千万円



（新）学校学習環境規模適正化推進事業 10,060

（新）道徳教育スキルアップ研修事業 240

（新）学校園施設整備事業（防犯カメラ設置） 18,300

（新）西脇小学校校舎整備事業 290,000

（充）放課後児童対策事業 93,544

平成31年度当初予算主要事業の概要

（新･･･新規、充･･･充実）

（単位　千円）

児童・生徒が安全・安心な学校生活を送れるよう、全学
校園に防犯カメラを設置する。

西脇小学校校舎（ＲＣ棟）大規模改修工事・外構工事

学校施設の長寿命化計画を策定するとともに、少子化や

施設の老朽化を踏まえ、将来を見据えた適正な学習環境規

模を検討する。

新学習指導要領の全面実施に伴い、道徳科の授業研究や
校内研修を行うことにより、道徳教育に関する教員の実践
的な指導力の向上を図る。

○未来を拓く次世代が育まれるまち

放課後児童クラブの受入対象を小学６年生まで拡大する。



（充）就学前教育推進事業 4,128

給食事業 160,710

（新）障害者グループホーム新規開設推進事業 5,000

（新）障害児発達支援利用者負担額助成事業 552

（新）高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画策定事業 2,215

教諭の幼保交流研修や現場交流事業を実施するとともに、
就学前教育・保育の質の向上推進委員会を設置し、就学前
教育・保育の充実を図る。

共同生活援助を行う住居（グループホーム）を新規開設
する事業者に対して経費の一部を補助することで、新規開
設を促進し地域における障害者の生活基盤の整備を図る。

国の学校給食摂取基準の変更や食材価格の上昇に伴い、
給食費を見直し、新基準を踏まえた安全で栄養バランスの
とれた学校給食を提供する。

「高齢者福祉計画」及び「介護保険事業計画」の策定に
向け、高齢者の状況やニーズ、在宅介護の実態等について
アンケート調査を実施し、分析を行う。

就学前の障害児の通所費（利用者負担額）を無償化する
ことにより、保護者の負担を軽減するとともに、障害児が
早期に適切な療育を受けることができるよう支援する。

○つながりによる安心とうるおいが実感できるまち



（新）犯罪被害者等支援事業 826

（新）環境基本計画策定事業 109

（新）総合防災訓練事業 1,505

（新）介護給付費等費用適正化事業（ケアプラン点検） 490

（充）意思疎通支援者養成・啓発講座開催事業 1,781

（充）あんしんはーとねっと事業 410

犯罪被害者等を支援するための施策を総合的に推進し、
犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽減を図る。

総合防災訓練を実施し、関係機関との連携を強化すると
ともに、防災意識の高揚を図り、災害時への備えを強化す
る。

手話言語条例に基づき、手話や聴覚障害に関する啓発事
業や講座を実施し、聴覚障害者の生活環境の向上を図る。

2021年度を初年度とする第２期西脇市環境基本計画を策

定する。

見守り対象に子ども・障害者を加え、民間事業者や関係
団体と協力し、日常の業務や活動の中で見守り体制を構築
する。

介護支援専門員が作成したケアプランについて、点検及
び改善指導を行うことで、受給者の自立支援及び介護給付
の適正化を図る。



（充）生活支援体制整備事業 5,206

（新）ＪＲ鍛冶屋線跡地道路開通関連事業 1,477

（新）住宅維持管理事業（移転料及び移転協力金） 528

（新）住宅施設整備事業（耐震改修促進計画策定） 5,000

（新）防災行政無線設備整備事業 734,100

空き部屋の多い棟の入居者に対して、移転料及び移転協
力金を支給し、市営住宅の集約化を図る。

市道市原羽安線・県道中安田市原線の開通に合わせ、兵
庫県・多可町と合同でイベントを実施しＰＲを行うととも
に、地域の交流を図る。

防災行政無線設備整備工事（アナログ方式からデジタル
方式への移行）を行い、災害時における迅速かつ適切な情
報の伝達を図る。

○安全で快適な生活基盤が整うまち

住宅と建築物の耐震改修を促進するため、兵庫県耐震改
修促進計画に基づき、耐震改修促進計画を策定し、安全・
安心な住環境の確保を図る。

第２層（地区）協議体設置の支援を行うことで、多様な
事業主体による生活支援・介護予防サービスの提供体制の
充実・強化を図る。



（充）新庁舎周辺道路整備事業 189,100

（充）(都)和布郷瀬線調査事業 14,062

（新）日本のへそ西脇地域食材でおもてなし支援事業（酒蔵復活） 2,000

（新）プレミアム付き商品券発行事業 59,444

（充）西脇市国際親善交流協会補助事業・レントン市親善事業 1,880

酒蔵の復活を機に、西脇市産山田錦の日本酒の醸造を記
念したイベントを開催することで、「食」による地域の活
性化を図る。

（都）和布郷瀬線整備の事業化に当たり、基本構想を策
定する「まちづくり基本調査」を実施するとともに、事業
計画案や整備手法の検討を行う。

○地域特性を生かした産業とにぎわいがあふれるまち

新庁舎周辺道路の整備を行い、新庁舎へのアクセス性・
安全性の向上を図る。

低所得者及び子育て世代向けにプレミアム付き商品券の
発行を行うことで、消費税引上げによる影響を緩和すると
ともに、地域消費を喚起する。

レントン市との姉妹都市提携50周年を記念し、同市へ市
民訪問団を派遣するなど、市民の国際理解と国際性の向上
を図る。



（充）企業誘致促進事業 4,568

（充）起業・第二創業促進支援事業 4,110

（充）立地企業奨励措置事業 79,950

（充）生活交通安全啓発事業 1,354

（新）人権推進一般事務経費（人権に関する市民意識調査） 1,923

（新）健康交流推進事業 12,730

現状を総合的に分析し、健康課題を抽出するとともに、
事業の見直し、健康づくりの啓発及び新庁舎・市民交流施
設を中心に展開する新たな健康事業を検討する。

様々な人権課題の現状を把握し、今後の人権課題解決に
向けての基礎資料とするため、人権に関する市民意識調査
を行う。

西脇市産業立地促進措置条例に基づき、市内で製造業等
の企業施設を新設・拡大した事業者に対して、奨励措置と
して補助金を交付することで、地域経済の活性化を図る。

○生涯活躍・共生社会の実現

新たな産業用地の整備に向け、開発用地の選定と事業手
法の検討を行う。

「創業支援事業計画」に基づき、起業・創業しようとす
る個人や事業者に対して開業資金等の経費を助成すること
で、市内での創業・起業者の創出の促進を図る。



（新）サムホール大賞展開催事業 1,000

（新）西脇市日野体育センター管理事業（耐震診断評価） 5,221

（充）女性活躍推進事業 718

（充）各種予防接種事業 116,641

（充）子どもの読書活動推進事業 2,783

2020年度に開催する第12回サムホール大賞展に向けての
準備を行う。

児童から募集した読み句を採用した郷土カルタを作製す
るとともに、カルタ大会の実施等を通じて郷土愛の醸成を
図る。

日野体育センターの耐震診断を実施し、スポーツ、レク

リエーションの場のみならず、防災施設としても適切な管

理運営を行う。

女性の就労、起業等の個別相談やセミナーに加え、セミ
ナー修了者によるチャレンジ出店や個別起業塾を実施し、
女性のさらなる活躍を支援する。

各種感染症の予防接種の実施に加え、過去に風しんの予
防接種を受けていない男性を対象に抗体検査を行うととも
に、予防接種を実施し、公衆衛生の向上を図る。



（新）市勢要覧発行事業 2,000

（新）中間支援事業 1,352

（充）官学連携推進事業 394

（充）地区からのまちづくり事業 15,238

（新）庁舎等整備事業（新庁舎・市民交流施設建設工事） 2,487,000

市制15周年（2020年度）に向け、市勢要覧を改訂し、来
西者へ配布することで、市のＰＲを図る。

○多様な主体による地域自治の確立

新庁舎・市民交流施設の建設工事に着手し、「新たなま
ちの核」として、健康交流・地域交流・観光交流の３つの
機能の具体化を進める。

○戦略的で持続可能な行政経営の推進

各地区のまちづくり協議会等を対象に、地区まちづくり
計画に掲げる事業や、地域特性を生かした事業の実施を支
援することで、自立したコミュニティの確立を図る。

中間支援の機能を導入することにより、様々なまちづく
り団体の設立・運営を支援し、団体間の連携を促進すると
ともに、中心市街地の活性化を図る。

大学生による地域課題の解決に向けた取組を支援し、西
脇市に縁をもつ若者を増やすとともに、大学生の視点など
を生かしたまちづくりを進める。



（新）コンビニ交付事業 10,928

マイナンバーカードを利用して、全国のコンビニエンス
ストア等で住民票の写し及び印鑑登録証明書を取得できる
コンビニ交付サービスを2020年２月から開始する。



 

（歳入）　

　・引上げ分の地方消費税収 千円

（歳出）

　・社会保障施策に要する経費 千円

　

小　　計 485,969

合　　　　　　計 2,599,288

保健衛生

　疾病予防対策事業等 485,969

小　　計 2,113,319

地方消費税収
充当額

社会福祉

　障害者福祉事業 927,962

　高齢者福祉事業 67,879

　児童福祉事業 1,117,478

352,726

1,057,315

75,553

国県支出金

引上げ分の地方消費税収を充てる社会保障施策に要する経費

事　　業　　名 経　　費

うち一般財源

196,586

98,414

98,414

295,000

都市計画税の充当事業

270,792

58,313

375,484

704,589

352,726

507,875

0

0

（単位：千円）

（単位：千円）

295,000

財　源　内　訳

特　定　財　源

16,270

104,763

合　　　　計

公共下水道事業債償還費

地方債 その他

507,875

507,875

区　　　　分 予算額 充当額
一般財源

2,599,288

0

0

0

0

221,116

221,116

507,875


